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第 1 章 序論

1 

第 1章 序論 

1.1 研究の背景 

我が国の国土は，約2/3が山岳地帯であり，急峻な地形を呈している．そのため，地方部

における生活道路を担う主要幹線道路の多くは山岳地帯に建設されている．

また，我が国は降雨・降雪量が多く，環太平洋地震帯の上に位置しており，火山活動が

活発で世界でも有数の火山国，地震国である．図1.1.1はマグニチュード6.0以上の地震回数，

活火山数，災害死者数および災害被害額の世界に占める日本の割合を示している
1)
．これに

よると，マグニチュード6.0以上の地震回数が326回（18.5%），活火山数は110箇所（7.1%），

災害死者数は29千人（1.5%），災害被害額は4,209億ドル（17.5%）といずれにおいても国土

の面積に対して，日本の占める割合が高い．

このように極めて厳しい自然状況下に加え，近年では地球温暖化に伴う集中豪雨や頻発

する地震等を起因とした自然災害の発生頻度は高まっており，発生件数も増加傾向にある．

これら自然災害の中でも，山岳地や丘陵地の斜面上で発生する落石，岩盤崩壊，土砂崩壊，

雪崩と呼ばれる，いわゆる斜面災害の発生リスクを抱える危険箇所は全国的に多く存在し

ており，我々に最も身近で危険な自然災害と言える．斜面災害のなかで落石災害は，斜面

図 1.1.1 世界の災害に比較する日本の災害被害
* 

*参考文献 1)に一部加筆

世界
1,758

世界
1,551

世界
1,913

世界
24,030

日本
326(18.5%)

日本

110(7.1%)
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29(1.5%) 日本
4,209(17.5%)

マグニチュード6.0以上の地震回数 活火山数

災害死者数(千人) 災害被害額(億ドル)

出典：USGS(世界)
2003年から2013年 防災白書(日本)
2013年 気象庁(日本)

出典：スミソニアン自然史博物館(世界)
気象庁(日本)

出典：CRED 1984-2013の合計．EM-DAT：The OFDA/CRED International Disaster Database-www.emdat.be,
Université Catholique de Louvain,Brussels (Belgium)の資料をもとに内閣府作成
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を抱える道路交通への影響が大きく，それに伴う経済活動へも影響を及ぼし，時には人命

を奪う危険性もある．そのため，人命はもとより道路交通に対する災害防止，適切な防災

施設の設置による安全性の向上が社会的に強く要望されており，落石対策は重要な課題の

一つとして位置付けられている．

1.2 落石災害と落石対策工の現状と課題 

1.2.1 これまでの落石災害 

我が国で発生した自然災害のなかで，1968年に岐阜県で発生した死者104名の尊い人命が

犠牲となった飛騨川バス転落事故は，日本における道路防災の大きな転換点となった災害

といえる．この災害を契機に事前通行規制区間の設定，道路防災点検の実施等，道路防災

の新たな管理制度の整備，見直しや落石問題に対する専門的な研究を促進させることとな

った．表1.2.1は，飛騨川バス転落事故以降，発生した主な落石災害を示している
2)
．

表1.2.1 主な落石災害事例
*

 名称 位置 発生年月日 地質 落石タイプ 規模 被害状況 

1
国道33号 

別子口 
高知県仁淀川町 1979/02/07

秩父帯 

石灰岩 
浮石型 

42m3(11個) 

最大9m3 国道33号被害軽微 

2
国道32号 

板木野 
高知県大豊町 1985/12/06

秩父帯 

チャート
浮石型 

250m3(多数) 

最大1m3 国道32号被害軽微 

3
県道 

東洋安田線 
高知県北川村 1988/08/11

四万十帯

砂岩 
転石型 1ｔ 

軽トラ衝突､1名死亡､1名重

傷 

4
国道11号 

鳴門 
徳島県鳴門市 1990/10/08

和泉層群

砂岩 
浮石型 最大1.4t(6個) 3名死亡(バスの乗員・乗客)

5
ＪＲ山田線 

腹帯・茂市間 
岩手県宮古市 1991/02/16 チャート 浮石型 16t 防護柵破損 

6
ＪＲ飯田線湯谷

温泉・三河槙原間
愛知県新城市 1992/11/10 流紋岩 浮石型 6×5×4m 列車30本運休 

7
県道 

東洋安田線 
高知県北川村 1996/03/02

四万十帯

砂岩 
浮石型 10t 乗用車衝突1名死亡 

8
ＪＲ高山線 

焼石・下呂間 
岐阜県下呂町 1996/06/25 流紋岩 転石型 

最大60t 

(6個以上) 
特急列車脱線16名負傷 

9
国道32号 

大歩危 
徳島県三好市 2000/01/30

三波川帯

泥質片岩
浮石型 1.9t 防護柵・建物破壊 

10
小豆島 

皇踏山 
香川県土庄町 2001/05/25 安山岩 浮石型 1.8×0.8×0.7m 被害なし(住宅近くで停止) 

11
国道279号 

大間 
青森県風間浦村 2003/05/01 溶結凝灰岩 浮石型 6×4×3.5m 防護柵・電柱破損 

12
ＪＲ津山線 

玉柏・牧山間 
岡山県岡山市 2006/11/19 花崗岩 浮石型 

5×4.8×1.8m 

(7個以上) 
列車脱線 

13
富士山 

新五合目 
静岡県富士宮市 2009/07/13 玄武岩溶岩 浮石型 0.4m3 キャンピングカー衝突1名死亡

14
国道33号 

越知 
高知県越知町 2010/08/16

秩父帯 

砂岩 
浮石型 7×3.7×3m 防護柵破損 

15
国道405号 

津南町 
新潟県津南町 2011/03/15  浮石型 

60～70t 

（3個） 
道路閉塞，169世帯401人孤立

16
JR磐越西線 

豊実・徳沢間 
福島県西会津町 2011/07/14  浮石型 φ50cm 列車脱線 

17
新東名高速道路 

島田金谷・森掛川
静岡県掛川市 2012/04/23  浮石型 

80cm程度(2個)

30～50cm(5個)
通行車両4台損傷 

18
小川谷廊下 

山北町玄倉 
神奈川県山北町 2015/06/10  浮石型 φ100cm 1名死亡（登山客） 

*
参考文献2)に一部加筆
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落石以外の岩盤崩落等については，一般国道150号静岡市大崩海岸岩石崩落事故（1971.7），

北海道上川町層雲峡小函天城岩崩落事故（1987.6），一般国道305号越前海岸玉川岩盤崩落事

故（1989.7），一般国道158号猿なぎ洞門崩落事故（1991.10），一般国道229号豊浜トンネル

岩盤崩落事故（1996.2），一般国道229号第二白糸トンネル岩盤崩落事故（1997.8），一般国

道333号北陽岩盤崩落事故（2001.10），一般国道336号えりも町斜面崩落事故（2004.1），一

般国道42号岩盤崩落事故（2013.10）と大規模な岩盤崩落事故が発生している．

このように全国各地において落石や岩盤崩落等の痛ましい事故は後を絶たず，今後もな

くなることはない．バブル崩壊以降の国や地方における財政悪化が深刻となっている現在

においては，数多く発生する災害対策に多額の予算を付けて対策を講じることは難しく，

優先順位を付けて順次対策を実施せざるを得ないのが現状である．このように限られた予

算の中で自然災害を完全に防ぐことは不可能に近いことから，被害を最小限に抑え，壊滅

的な被害を回避する減災へと移行していくことが重要である．また，経済性に優れ落石対

応能力の高い対策技術の研究・開発を行い提供することで，より多くの落石危険箇所の対

策が可能となり，安心・安全な生活に寄与できるものと考える．

1.2.2 落石対策工の現状と課題 

落石対策工は，斜面から落下する恐れのある岩塊等から，道路，鉄道，民家等の保全対

象物を護ることであり，落石の発生を未然に防止するため，落石発生源の対策を行う落石

予防工と発生した落石を待ち受けてその運動を停止させる，あるいは下方へ落とし込み誘

導させる落石防護工に大別される．

図1.2.1に落石対策便覧で示されている落石対策工の選定フローチャートを示す
3)
．この

フローチャートからわかるように，落石予防工と落石防護工は並列的に比較を行い，対策

箇所の各種条件を総合的に判断した上で適切な対策工を選定する必要がある．また，落石

対策工については，落石の発生を予防することが最も確実な対策であるが，落石発生源の

分布状況や，斜面の地形状況によっては，不経済な対策となることがある．そのため，落

石予防工は落石防護工と組み合わせて適用することが多く，落石防護工は単独での適用が

多い．以下に代表的な落石予防工，落石防護工について概説する．

落石予防工の切土工，除去工は既存法面や道路，鉄道等に近接する斜面に分布する危険

性のある不安定な浮石，転石を直接取り除く工法である．不安定な浮石，転石が限定され，

個別に除去できるものを除去工，広範囲に分布し全体的に斜面を掘削することが可能な場

合が切土工である．広範囲な落石群を面的に対策する工法については，モルタルやコンク

リートを斜面に直接，吹き付けて固定する吹付工や鉄筋を枠状に組んだ格子枠にコンクリ

ートを吹き付ける吹付法枠工がある．斜面が不安定で抑止効果が必要な場合は，ロックボ

ルトやグランドアンカーを併用させる場合もある．また，落石の規模が大きく除去するこ

とが困難な場合や面的な対策では不経済となるものに対しては，基部をコンクリートや石

積みで固定させる根固め工や格子状にしたワイヤロープ等を用いて覆ったり掛けたりする
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図 1.2.1 落石対策工フローチャート
* 

*参考文献 3)に一部加筆

ＳＴＡＲＴ

斜面調査

落石予防工 落石防護工

ア ン カ ー 工

根 固 め 工

ワイヤーロープ掛工

接 着 工

除 去 工

編 柵 工

吹 付 工

排 水 工

の り 枠 工

張 工

切 土 工

植 生 工

吹付工＋ロックボルト工

張工＋ロックボルト工

擁 護 工

のり枠工＋ロックボルト工

のり枠工＋アンカー工

擁護工＋アンカー工

上記工

種で対策が

可能か

工種の決定

ＥＮＤ

落石防護網工+ 
ロックボルト工

落石の

個別処理が

可能か

落石・

崩壊が予想

される部分の切

土が可能か

浸食・

風化防止が有

効的か

斜面の

抑止工が効

果的か

落

石

防

護

土

堤

・

溝

落

石

防

護

擁

壁

多

段

式

落

石

防

護

柵

ロ

ッ

ク

シ

ェ

ッ

ド

覆

式

落

石

防

護

柵

ポ

ケ

ッ

ト

式

落

石

防

護

網

落

石

防

護

柵

落石

の跳躍

高

落石

の跳躍

高

路線変更の検討

*1）フローに従い、適用可能な工種を並列的に

抽出し、その中から実際に施工する工種を

決定する。

*2）落石予防工と落石防護工は、並列的に比較

することとし、必ず両者とも検討する。

*3）工種の決定には表 3－1、表 4－1、図

3－27 を参考にすると良い。また、落石

予防工間、落石防護工間及び落石予防工

と落石防護工間の組み合わせについても

考慮する。

*a）落石・崩壊が独立的に存在する斜面に適し

た工法である。

*b）勾配が緩く、除去した石・土砂の搬出が容

易な斜面に適した工法である。

*c）比較的小規模な落石等が広範囲にわたり予

想される斜面に適した工法である。

*d）落石予防工と落石防護工を組み合わせて用

いることにより比較的大規模な落石・崩壊

が広範囲にわたり予想される斜面に適用可

能な工法である。

落石

の持つエネ

ルギー

きわめて大

大 小

大 小小 大

No

No

No

No

No

Yes

Yes

Yes

Yes

*ａ）

*2）

*1）

*ｂ）

*ｃ）

*ｄ）

Yes
*3）

高

エ

ネ

ル

ギ

ー

吸

収

型

落

石

防

護

柵

高

エ

ネ

ル

ギ

ー

吸

収

型

ポ

ケ

ッ

ト

式

落

石

防

護

網



第 1 章 序論

5 

ワイヤロープ掛工があり，観光地の風光明媚な箇所等で周辺景観に配慮する必要がある場

合は，セメント系や樹脂系の接着材で固定させる接着工がある．

落石防護工は，発生源から道路までの斜面上に設置するもの，または斜面下部の道路際

に設置するものと設置位置による分類や落石エネルギーの規模によって選定される．斜面

上や道路際どちらにも設置可能な防護工には落石防護網，落石防護柵および落石防護擁壁

があり，道路際にはそれ以外にも落石防護棚，ロックシェッド，落石防護土堤の設置が可

能となる．図1.2.2には，落石防護工の適用範囲を示している
3)
．

落石防護工の中で，適用範囲が広く，比較的落石エネルギーが大きいものに対応できる

対策工として，写真1.2.1に示すロックシェ

ッドが該当する．ロックシェッドは，主構，

主梁，柱の上部構造，山側受台，谷側受台，

基礎の下部構造から構成される．急斜面を

有する道路側方に余裕がない箇所で落石規

模が大きく，落石防護柵では落石が飛び越

える恐れのある箇所に適用される．また，

ロックシェッドの屋根部には緩衝材が設置

されており，一般的には敷砂が用いられて

いるが，落石規模が大きく対象とする落石

エネルギーが大きい場合には，発泡スチロ 写真 1.2.1 ロックシェッド 

注1) 本図は既往の施工実績，実験事例等から，各工法の適用範囲の目安を示したものである．

注2) 上記工法のうちA)はエネルギー計算により設計される工法，B)は静的な強度計算により設計される工法であ

り，工種により設計法が異なるため本来簡単には比較できない．一般には静的な強度計算により設計されたも

のは，設計上かなりの安全余裕が含まれていると考えられる．

図 1.2.2 落石防護工の適用範囲の目安
* 

*
参考文献3)に一部加筆
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ールを用いた工法や，敷砂，鉄筋コンクリート床版，発泡スチロールで構成される三層緩

衝構造も有効な緩衝材として用いられている．ロックシェッドは，保全対象である道路等

を覆う構造であるため，道路利用者に対する安心感が高く，メンテナンス性にも優れるも

のの，建設費は非常に高価であり，最近では実績が少なくなっている．そのため近年では，

経済性や施工性に優れる落石防護柵，落石防護網に対して，高エネルギー吸収型といわれ

る製品の実績が増えている．高エネルギー吸収型とは，欧州からの技術導入等による新し

い構造形式であり，図1.2.2に示しているとおり2000年発刊の落石対策便覧に記載されたこ

とを契機に，急速に国内の開発，普及が進んでいる対策工である．

従来の落石防護柵は，支柱（H型鋼），ワイヤロープ，金網を主部材として構成され，支

柱の塑性変形とワイヤロープの変形により落石エネルギーを吸収させる構造である．従来

型の適用範囲は落石エネルギーが50～100kJ程度の比較的小規模な落石を対象としているが，

高エネルギー吸収型の適用範囲については，大きいもので1000kJ程度まで拡大している．高

エネルギー吸収型落石防護柵には，高靭性の支柱とその支柱間に張設するワイヤロープに

緩衝装置を取り付け，一定以上の張力がワイヤロープに作用するとワイヤロープが滑りは

じめて落石エネルギーを吸収させる形式や支柱間に強度を有しながら大変形する高性能な

特殊ネット，高強度金網等を取り付け，支柱を固定している控えワイヤロープに緩衝装置

を設けた形式がある．両者について設置する箇所，構造体の形状等は異なるものの，ワイ

ヤロープがスリップする際に生じる摩擦力を利用して落石エネルギーを吸収させる緩衝装

置を用いている点では共通しており，落石衝突面の大変形により，落石を柔らかく受け止

める柔構造形式となっている．写真1.2.2は高靭性支柱式と高強度金網を用いた高エネルギ

ー吸収型落石防護柵を示している．

写真1.2.2 高エネルギー吸収型落石防護柵（左：高靭性支柱式，右：高強度金網式） 

落石防護網については，覆式とポケット式に区分されており，覆式は金網とワイヤロー

プで落石が懸念される斜面を覆い，金網と地山の摩擦および金網の張力によって落石を拘

束させる比較的，落石予防工に近い構造である．一方，ポケット式は支柱（H型鋼）に張設
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したワイヤロープに金網を吊り下げて斜面との間にポケットを確保し，落石をポケットで

受け止め下方へ落とし込み誘導させる待受式の構造となっている．適用範囲は落石エネル

ギーが50～150kJ程度と小さく，規模の大きな落石にも対応させるために，このポケット式

落石防護網についても高エネルギー吸収型が開発され，実績が増えている．高エネルギー

吸収型のポケット式落石防護網の構造は，高エネルギー吸収型防護柵と同様，ワイヤロー

プに緩衝装置を取り付けてエネルギー吸収能力を向上させた形式や各主要部材の強度を高

め，金網とワイヤロープを一体化させ構造全体のエネルギー吸収能力を向上させる形式が

ある．いずれの形式も従来型に比べ，エネルギー吸収能力の向上に加え，支柱間隔を広く

することができ，落石の支柱直撃や沢地形を回避することが可能となり，設置箇所の適用

範囲も拡大している．写真1.2.3は従来型および高エネルギー吸収型のポケット式落石防護

網を示している．

写真1.2.3 ポケット式落石防護網（左：従来型，右：高エネルギー吸収型） 

擁壁構造の落石防護工としては，落石防護擁壁や落石防護土堤が該当し，どちらも斜面

法尻や道路脇に設置されることが多く，設置にあたってはある程度のスペースが必要とな

る．落石防護擁壁の構造はコンクリート式の重力式擁壁が一般的であり，適用範囲は100～

500kJ程度である．コンクリート構造物によ

り重構造物であることから，地盤が脆弱な

場合には地盤改良や杭基礎等の地盤対策が

必要となる．一方，落石防護土堤は，盛土

を構築した土構造物であるため，支持地盤

が脆弱な場合でも追従することが可能とな

る．また，落石防護土堤は，重力式擁壁に

比べ設置スペースを要することから，極力，

底版幅を少なくするために，これまで急勾

配を構築する技術として採用されてきたジ
写真 1.2.4 落石防護補強土壁
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オシンセティックスを用いた写真1.2.4に示す落石防護補強土壁工法も開発されている．落

石防護補強土壁の適用範囲については，実規模実験
4)～8)

により性能が評価されており，最大

5000kJ程度までの比較的大きな落石に対して対応可能となる．

このように我が国の落石防護工は，従来からの構造以外に新たに開発された構造と多種

多様な工法が用いられている．高エネルギー吸収型を含めた新たに開発された落石防護工

については，従来型に比べ性能が向上し，コストパフォーマンスに優れることから，最近

では国土交通省，各地方自治体等で国内幅広く採用され，施工実績が増えている．

ただし，その構造規格，設計手法および性能評価手法等について明確に定められた基準

が整備されておらず，開発者独自の手法で設計や性能評価を行っている．また，同工種の

なかでも複数の類似工法が開発されているため，それらを客観的に評価することや理論的

な設計式で評価することができないという問題がある．

一方，海外では限られた工種ではあるが，規定を定め，それに従って実規模実験で性能

評価を行う性能評価システムが運用されている．代表的な例として，スイスでは2001年に

SAEFL（Swiss Agency for the Environment，Forests and Landscape，スイスの環境・森林・景

観庁）で落石防護柵の性能認証指針（Guideline for The Approval of Rockfall Protection Kit
9）
）

を制定し，防護柵の構造規格や実規模実験の実施方法および性能照査の評価方法等を詳細

に規定している．また，EU27ヵ国が加盟するEOTA（European Organization for Technical 

Approvals，欧州技術認証機構）でも，2008年にSAEFL同様の指針であるETAG27
10)
を制定し，

性能を評価している．対象としている落石防護柵は特殊なネットを主体とした防護柵に限

っており，性能は重錘衝突による実規模実験で付与した衝撃度に対して，ネットの最大変

位が規定値内であること，ネットが貫通しないこと等の構造体に課せられる要求性能の範

囲内で重錘を捕捉できるか否かで評価されている．

このように，実規模実験で性能を評価する手法は，最も単純でわかりやすく，対外的な

信頼性も高い．しかし，実規模実験の実施には，目標とする衝撃度が大きければ，大きい

ほど大規模な実験施設や設備が必要となり，多大な労力と時間および多額のコストが発生

することとなる．また，斜面は地形状況が一様ではなく，地質の硬軟，植生状況等から，

発生する落石の挙動は不規則であるため，想定されるあらゆる衝突状態を実験で再現し，

性能を評価するためには相当数のケースについて実験を行うこととなり，現実的ではない．

そのため，以前から数値解析や動的応答解析による性能評価についても研究されてきて

いる．しかしながら，解析単独だけでも性能を評価することはできず，実規模実験と解析

を併用し，実験では実施できなかったケースや検討等を解析で補うことが可能となれば，

今後の性能評価手法の有効な手法の一つと考える．また，今後も技術の進展により，新た

な防護工が開発されていくことが想定されるため，我が国においても欧州のような統一し

た性能評価システムを確立していくことが喫緊の課題である．
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1.3 既往の研究 

落石等の衝撃問題に関して，これまで数多くの実験，解析等の研究がなされ，その成果

は貴重な財産となっている．ここでは，本研究を遂行する上で参考とした研究成果を整理

し概説する．

1.3.1 実規模実験を用いた落石挙動，運動メカニズム等の研究 

 我が国で初めて実施した現場落石実験は，1961 年に北海道岩内町雷電岬で北海道開発局

等が実施した実験
11)
であり，落石防護柵における安全性の確認を目的として実施された．

実験斜面は凹凸の大きい転石混じりの裸地自然斜面で，質量 170～1720kg の角状自然石を

用いて行っており，防護柵の安全性能以外にも落石速度と落下高の関係，斜面状況，落石

形状等の要因に左右される残存係数を求めており，自由落下速度と落石速度との関係をま

とめている．1967 年には神戸大学と（株）神戸製鋼所によって，兵庫県神戸市灘区丸山グ

ラウンドの法面頂部に投石櫓を設置した斜面を用いて落石防護柵の安全性立証と緩衝特性

の解明を目的に実施
12)
された．供試落石の質量は 65kg，100kg，400kg，600kg であり，円

筒形のコンクリートが用いられ，落石が防護柵に衝突した際の動的挙動の測定に重点をお

いて実施された．1973 年に日本道路公団東京支社が実施した実験
13)
は，落石の運動機構の

解明と落石防護柵の安全性の確認を目的としており，群馬県利根郡利根村大字薗原の薗原

ダム右岸にある 2 箇所の自然斜面で実施された．斜面はそれぞれ岩盤斜面，崖錐斜面と地

質の異なる斜面で，供試落石は現場内で採取した質量 30～800kg の塊や板状の自然石を用

いている．この実験では落下高さが 40m で落石速度が一定値に収束する傾向があること，

回転エネルギーと線速度エネルギーの関係をとりまとめており，その後の落石防護工設計

に対する参考資料として重要な役割を果たしている．これ以降も，多くの実規模実験が実

施されており，落石の挙動やメカニズム等の運動機構について解明されてきている． 

1.3.2 実規模実験による落石防護施設の性能評価に関する研究 

具体的な落石防護施設における実規模実験を用いた性能評価に関する研究として，ロッ

クシェッドについては，1993 年に松葉ら
14),15)

が実物大の PC 製ロックシェッド供試体を用

いた重錘落下実験を実施しており，横山ら
16)
は国道 393 号に架設されている既存の鋼製ロ

ックシェッドに対して静的載荷実験や重錘落下実験を行い，ロックシェッドの終局限界状

態を明らかにし，限界状態設計法の妥当性について検証している．ロックシェッド上部に

は落石エネルギーの緩和，本体構造への損傷を軽減させるために緩衝材が設置される．緩

衝材は従来からの敷砂以外に，発泡スチロールや砕石および敷砂，鉄筋コンクリート床版

と発泡スチロールから構成される三層緩衝構造が用いられており，この緩衝材についても

実規模構造を供試体とした実験が実施されている．三層緩衝構造を用いた実規模実験では

中野ら
17)
による建設中の一般国道 336 号の美幌覆道での実証実験や佐藤ら

18)
による実規模
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PC 製ロックシェッドの供試体を用いた重錘落下実験が実施され，三層緩衝構造の効果検証

を行っている．その後も敷砂，砕石，三層緩衝構造を緩衝材とした RC 製実規模ロックシェ

ッド供試体を用いた実規模実験
19),20)

が山口，今野らによって実施され，ロックシェッド本

体に対する弾性領域や終局に至るまでの耐衝撃特性の検討がなされている．

落石防護土堤に分類され，前節でも紹介したジオシンセティックスを用いた落石防護補

強土壁工法については，国内外で実規模実験が実施されている．国内では小畑ら
4)
，田島ら

7),8)
，海外ではイタリアで D.Peila ら

6)
によって実規模実験が実施され，落石防護性能が確認

されている．この構造は落石エネルギー5000kJ 程度までの大規模な落石に対応可能とされ

ている．また，田島らによって性能が確認された落石防護補強土壁に用いられている緩衝

体は，ジオセルと呼ばれる高密度ポリエチレン製樹脂の立体ハニカム構造に単粒度砕石を

中詰材として用いている．このジオセルに着目し，重力式擁壁の背面に緩衝体として用い

た落石防護擁壁について，大山ら
21)
によって実規模実験が行われ，緩衝性能を評価してい

る．擁壁背面の緩衝体については，この他にも RC 版，発泡スチロールの二層緩衝構造
22)

やソイルセメント，ジオグリッド，発泡スチロールの三層緩衝構造
23)
が研究されている．

1990 年代以降に高エネルギー吸収型の落石防護柵等が欧州から国内に技術導入され，国

内でも高エネルギー吸収型の防護柵，防護網の開発，研究が進み，その防護性能を確認す

ることを目的とした実規模実験が増えてきた．窪田ら
24)
は，特殊ひし型金網とワイヤロー

プおよび緩衝金具を設置したアンカーで構成されている落石防護網について，金網と斜面

の間に重錘を落下させ，斜面下端まで誘導させる実規模実験を行っている．本研究の先駆

的な研究である田島ら
25),26)

は，緩衝装置を用いたポケット式落石防護網について，実物大

を用いた重錘衝突実験を行っている．衝突面の素材についても各種研究がなされており，

前川ら
27)
は，新たな素材であるポリエチレン製ネットを用いた簡易型落石防護柵について，

実物モデルに対する重錘衝突実験を行い，性能を評価している．このポリエチレン製ネッ

トを用いた簡易型落石防護柵については，軽量で施工性に優れ，経済性にも優れることか

ら，仮設用の防護柵として現在までに多くの実績がある．西田ら
28)
はワイヤネットに亀甲

金網を設置した落石防護柵について，繰り返しによる重錘衝突実験を行い，衝撃吸収性能

の他に修復性の評価についても検証している．

また，落石エネルギーの適用範囲が 50～150kJ と比較的小さいが，経済性に優れることか

ら現在までに実績が多い従来型ポケット式落石防護網について，近年，日本道路協会から

発行された「道路土工-切土工・斜面安定工指針（平成 21 年 6 月改訂）」でポケット式落石

防護網の可能吸収エネルギーの構成要素の一つであるエネルギーロスが削除されたことに

より，設計実務者をはじめ道路管理者等で話題となった．それらに対して，従来型ポケッ

ト式落石防護網のエネルギーロスを検証することを目的に（独）土木研究所
29)
によって，

実構造に対する実規模実験が行われ，防護性能やエネルギーロスの有効範囲等の検証がな

され，この問題について一応の結論が出された．
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1.3.3 数値解析および動的応答解析に関する研究 

 落石防護工に対する数値解析や動的応答解析による評価手法は，ロックシェッドについ

て先進的に様々な手法が研究されている．吉田ら
30)
，桝谷ら

31)
はロックシェッド屋根部に

設置される敷砂上への落石に対する衝撃応答解析手法に個別要素法（DEM）を用いており，

菅田ら
32)
は，構造体に衝撃荷重が載荷した場合の弾性衝撃解析をより簡易に行うため，剛

性マトリックス法にモード法を併用した解析方法を用いて，その適用性についての検討を

行っている．また，中野ら
33)
は有限要素法に基づいた弾塑性衝撃応答解析用汎用コード

LS-DYNA3D（以下 LS-DYNA という）を用いて，重錘落下による緩衝材と覆工を一体構造

とした場合の動的挙動に関する数値解析を行い，実験結果と比較することにより，数値解

析の妥当性を検討している．その後，この LS-DYNA を用いて解析を行う研究が増えてきた． 

伊藤ら
34)
は，衝撃を受ける材料の構成則モデル化を確立させるため，LS-DYNA を用いてソ

フトな衝撃やハードな衝撃両問題について解析を行い，実験結果を再現するための材料構

成則のモデル化について検討している．さらに伊藤ら
35),36)

は，落石衝突と衝突現象が類似

する車両衝突を受ける車両用防護柵について衝撃応答解析を行い，解析に影響を及ぼす解

析モデルの分割数や材料に対するひずみ速度効果について検証している．

LS-DYNA を用いた解析は，ロックシェッド以外にも大きな変形挙動に対応でき，要素や

材料モデルの種類が豊富で，複雑な接触計算が容易であること等の特徴から，落石防護柵

や落石防護網についても用いられている．前項 1.3.2の実規模実験による性能評価で紹介

した研究
24)､26),28)

においても LS-DYNA を用いた解析が行われ，実験との対比を検証してい

る．また，LS-DYNA 以外の解析手法である三次元個別要素法を用いて園田ら
37)
，高橋ら

38)

が衝撃応答解析を行っており，園田らは，リングネット落石防護柵を対象とし，高橋らは

ポケット式落石防護網を対象としている．さらに園田ら
39)
はワイヤリング防護柵について，

メッシュレス法の一つである SPH 法を改良した衝撃応答解析を行い，その適用性を検証し

ている．
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1.4 研究の目的 

近年の異常気象や多発する地震等により，今後も落石災害は，減少することはなく，限

られた予算の中で効率的に落石対策を実施していく必要がある．そのためには，コストパ

フォーマンスに優れる高耐力かつ高性能な新たな構造形式を用いた落石防護工が望まれる． 

ただし，従来と異なる新たな構造形式を用いた防護工については，実験データ等により，

落石防護性能や対応可能な適用範囲を確認することが求められていることから，実規模実

験と解析により，構造体の防護性能を効率よく評価することが必要である．従来と異なる

構造形式である緩衝装置を用いた高エネルギー吸収型の落石防護柵については，欧州から

技術導入されて以降，部材の性能確認実験や実規模モデルの実証実験により，評価が得ら

れている．ただし，ポケット式落石防護網については，高エネルギー吸収型の構造体に対

して防護柵に比べ，研究開発が進んでいるとは言い難い．また，実規模モデルの実斜面を

用いた実験から性能評価を行った事例も数少ない． 

本研究では，多岐にわたる落石防護工の中から，新たな構造形式に分類され高エネルギ

ー吸収型である緩衝装置を用いたポケット式落石防護網を研究対象とした．過去の研究
25),26)

では，同形式のポケット式落石防護網の実規模モデル実験と動的応答解析により，防

護性能の検証を試みている．ただし，写真 1.4.1に示すとおり，当時の実験では，実験場

所と実験装置の制約から実構造とは異なる重錘衝突方向であったことや重錘を鉛直落下さ

せる実験であったため重錘に回転エネルギーを加えることができなかったこと，支柱やア

ンカー設置等がなく実構造とは異なっていたことが，研究課題として残されていた．その

ため，本研究では，実際の構造物と同様，実斜面に供試体を設置し，重錘の衝突方向を水

平とし，かつ回転エネルギーが加わった時のエネルギー吸収性能や近年，話題となったエ

ネルギーロスの検証を含めた落石捕捉挙動について確認することを目的に実規模実験を行

った．さらに，その実験結果を基に LS-DYNA を用いた動的応答解析により，実験再現解析

モデルを構築し，構造体に与える回転エネルギーの影響や実験では確認できなかった構造

体の限界吸収エネルギーについて検証した．また，緩衝金具以外に構造体の主要部材であ

る金網に着目し，従来に比べ高強度の金網を用いた構造体についても実験と解析を行い，

新たなポケット式落石防護網の適用性について検証し，高性能かつ経済的なポケット式落

石防護網の研究開発を行った．図 1.4.1は，本研究の実施フローチャートを示している． 

写真 1.4.1 過去の実験で使用した実験装置
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図 1.4.1 本研究の実施フローチャート

緩衝装置を用いたポケット式落石防護網の研究

鉛直落下方式による実規模実験

・標準型：2ケース
（従来金網）

・高エネルギー吸収型：4ケース
（従来金網）

実験再現解析

 ・金網たるみ有

 ・金網たるみ無

実構造に対する解析

実斜面を用いた実規模実験

・高エネルギー吸収型：3ケース
（従来金網）

・高エネルギー吸収型：3ケース
（高強度金網）

実構造に対する解析（実験再現解析）

限界吸収エネルギーの評価（回転有無）

衝突位置の変化による影響

緩衝装置の性能実験

 ・Uボルト型（標準仕様）

 ・リング型（標準仕様）

緩衝装置の性能確認実験

 ・Uボルト型（標準仕様，低規格仕様）

 ・リング型（標準仕様，低規格仕様）

金網単体の重錘衝撃載荷実験

 ・高強度金網（3種類）

ポケット式落石防護網のエネルギー吸収性能，防護性能の評価

構
成
部
材
の
性
能
実
験

実
規
模
実
験

動
的
応
答
解
析

緩衝装置を用いた簡易型

ポケット式落石防護網の開発

過去の研究 本研究

：本研究で実施

（第 2章）

（第 2章）

（第 2章）

（第 3章）

（第 3章）

（第 4章）
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1.5 本論文の構成 

 本論文は，第 1章から第 5章までの 5章で構成されており，各章の概要は以下のとおり

である．

 第 1章「序論」，研究の背景として，我が国における異常気象や頻発する地震等を起因と

して発生する自然災害の中から落石災害に着目し，これまでの落石災害事例を整理すると

ともに，落石対策工の現状と課題について概論した．また，落石問題に関する各種既往の

研究についても整理し，本研究の目的を論じている．

 第 2章「緩衝装置を用いたポケット式落石防護網に関する実験」では，ポケット式落石

防護網の構造体を構成する主要部材である緩衝装置の性能確認試験および高強度金網の重

錘衝撃載荷実験を行い，部材性能を確認している．それら主要部材を用いたポケット式落

石防護網に対して，実際の落石挙動に近い状態を再現するため，実斜面を用いた実規模重

錘衝突実験を行い，エネルギー吸収性能や重錘捕捉挙動について検証している．

 第 3章「緩衝装置を用いたポケット式落石防護網の動的応答解析」では，実斜面を用い

た実規模重錘衝突実験に対して，実験再現解析モデルを作成し，LS-DYNAによる動的応答

解析を行い，実験との比較により妥当性を検証している．さらに実験では確認できなかっ

た構造体の限界吸収エネルギーについて，回転エネルギーの影響も含め，解析により検証

している．

第 4章「緩衝装置を用いた簡易型ポケット式落石防護網の開発」では，第 2章および第 3

章で性能を確認している落石エネルギーの適用範囲と構造体のバランスを踏まえた経済的

なポケット式落石防護網について，実斜面を用いた実規模重錘衝突実験と動的応答解析に

より，実用化に向けた構造性能，エネルギー吸収性能について検証している．

第 5章「結論」では，本研究で得られた知見について総括するとともに，今後の課題と

展望について述べている．
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第 2 章 緩衝装置を用いたポケット式落石防護網に関する実験 

 

 本章では，研究対象としたポケット式落石防護網の主要部材である緩衝装置と金網につ

いての基本性能や落石防護特性等の基礎資料を得ることを目的に部材単体の性能確認実験

を行った．さらに，性能確認実験結果を基に選定した緩衝装置と金網を用いて実物大の供

試体を実際の構造物と同様，実斜面下部に構築し，斜面上部から重錘を転落させ衝突させ

る実規模重錘衝突実験を行った.実規模実験から，構造体のエネルギー吸収性能や落石防護

性能等について確認，評価を行った．  

 

 

2.1 研究開発のコンセプト 

 

従来から用いられているポケット式落石防護網は，斜面中腹から下方を面的に金網で覆

い，上部に落石の入口となるポケットを設け，そこで落石を受け止め下方へ落とし込み誘

導させる工法である．主要部材はH型鋼製支柱，金網，およびワイヤロープなどの汎用材料

を用いているため，経済性や施工性に優れ施工実績も多い．しかし，適用可能な落石エネ

ルギーは50～150kJ程度と小さく，適用できる箇所が限定されていた．このような従来型の

ポケット式落石防護網は，落石の衝突面を構成する金網および横ワイヤロープの端部を地

盤に定着するアンカーへの負担が大きく，現状ではこれらの部材が弱点となり，大きな落

石エネルギーに対応できない．これは，山口ら
1)
の行った従来型ポケット式落石防護網の実

規模重錘衝突実験でも考察されている．このことから，落石衝突時にアンカーが破断しな

いよう，金網やワイヤロープの部材強度を高めると同時に，これらを支える支柱とワイヤ

ロープを定着するアンカーを強化することで大きな落石エネルギーに対応可能となり得る．

ただし，部材重量の増加は施工性や経済性の低下につながり，また，市場性に乏しい特殊

な材料を用いれば，材料調達が困難となる．そのため，本研究対象でもある緩衝装置を構

造体に組み込み落石エネルギー吸収性能を向上させた高エネルギー吸収型のポケット式落

石防護網が開発され，これまでに一定の評価が得られている． 

また，従来型のポケット式落石防護網で使用されている金網は，鉄線（線種GS，GH）を

線材とした金網（以後，本論文では従来金網という）を用いており，通常使用されている

金網の線径は，2.6mm，3.2mm，4.0mm，5.0mmの4種類を落石の規模に応じて選定されてい

る．鉄線で線径5.0mmのJIS規格における引張強度規格値は290～540N/mm
2
である．また，最

近では，引張強度が高い鋼線（線種GF）を線材とした金網（以後，本論文では高強度金網

という）を用いた落石防護柵や防護網も開発されており，この鋼線で線径5.0mmの引張強度

規格値は，780N/mm
2
以上と規定され，従来の鉄線に比べ高強度である．ただし，伸びにつ

いては，鉄線の線材規格値10%以上に対して，鋼線の線材は，3%以上と規定されており，
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強度は高いが伸びは小さい．ここで，高強度金網の引張強度に着目してみると，静的荷重

が作用した場合，理論的には引張強度が向上すれば，線径を小さくすることができる．落

石衝突は動的な衝撃問題として取り扱う必要があり，静的荷重の作用と同様ではないもの

の，仮に高強度金網を用いて線径を小さくすることが可能となれば，金網重量の軽量化が

図られ，金網架設等の施工性向上に寄与できるものと考える．  

 

 

2.2 緩衝装置の概要 

 

 緩衝装置は，落石が衝突した際に衝撃を緩和させ，落石の運動エネルギーを吸収させる

とともに，ワイヤロープの破断やアンカーに作用する反力を低減させる効果がある．本実

験で用いた緩衝装置は，過去の研究で用いたUボルト型とリング型の2種類であり，それぞ

れ新たに滑り張力を小さくした低規格仕様を追加した合計4種類である．Uボルト型，リン

グ型いずれの緩衝装置も2枚の鋳造板で構成される本体部品でワイヤロープを挟み込み定

着させる形式である．衝撃等によりワイヤロープに一定以上の張力が作用するとワイヤロ

ープが滑り，ワイヤロープ表面と本体部品である鋳造板内面との間に生じる摩擦力により，

ワイヤロープが制動される構造である．この摩擦抵抗により，エネルギーが吸収される仕

組みとなっている．写真2.2.1にUボルト型，写真2.2.2にリング型の緩衝装置を示す． 

 

 

 

 

 

 

 

a) 標準仕様                             b) 低規格仕様 

写真2.2.1 Uボルト型緩衝装置（単位：mm） 

 

                          

 

 

 

 

 

a) 標準仕様                                 b) 低規格仕様 

写真2.2.2 リング型緩衝装置（単位：mm） 
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2.2.1 U ボルト型緩衝装置 

図2.2.1は，Uボルト型緩衝装置の構成する部品の形状寸法を示し，表2.2.1に各部品の材

質，規格を示している．Uボルト型緩衝装置は，Uボルト本体に緩衝金具を取り付け，所定

の滑り長を確保したワイヤロープを緩衝金具で挟み込み，緩衝金具の合わせ面が密着する

まで高力六角ボルトで固定する形式である．高力六角ボルトの締め付け管理は基本的には

不要であり，合わせ面の密着に関しては，スキマゲージ（0.5mm）を挿入して横方向にスラ

イドした時に抵抗を示せば，ほぼ一定の滑り張力が得られるように開発されている．また，

ワイヤロープ端部には，設定したすべり長を超過しても，ワイヤロープが抜け落ちないよ

うにストッパーを取り付けている． 

 

  

 

 

 

 

a) 標準仕様 

 

 

 

 

 

 

 

b) 低規格仕様 

 

図2.2.1 Uボルト型緩衝装置形状寸法（単位：mm） 

 

表2.2.1 Uボルト型緩衝装置規格表 

形 式 部品名称 材 質 規 格 ワイヤロープ種別 

Uボルト型 

本体部品 

鋼 

S-25C 

標準仕様 

3×7 G/O 18φ 

 

低規格仕様 

3×7 G/O 16φ 

高力六角ボルト 

F8T-M20 六角ナット 

平座金 

ストッパー 可鍛鋳鉄 FCB27-05 

Uボルト 
鋼 SS400 

プレート 

ストッパー 
Ｕボルト（本体） プレート 緩衝金具

ストッパー 

Ｕボルト（本体） プレート 緩衝金具
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2.2.2 リング型緩衝装置 

図2.2.2は，リング型緩衝装置の構成する部品の形状寸法を示し，表2.2.2は，標準型仕

様，表2.2.3は，低規格仕様のそれぞれ各部品の材質，規格を示している．リング型緩衝装

置は，所定の滑り長から設定される径を確保したリング状に巻いたワイヤロープを緩衝金

具で挟み込み，本体部品の合わせ面が密着するまで高力六角ボルトで固定する形式である．

高力六角ボルトの締め付け管理や合わせ面の密着に関しては，基本的にUボルト型緩衝装置

と同様である．緩衝金具を設置した位置から180°となる位置には，ストッパーを取り付け，

緩衝金具とストッパーの間にはキンクを防止するためのキンク防止金具を挿入している．

ワイヤロープが滑ることにより，リング径が縮小されるが，キンク防止金具を挿入するこ

とで，ワイヤロープがキンクせずに滑りが止まるように制御される構造となっている． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

a) 標準仕様 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

b) 低規格仕様 

 

図2.2.2 リング型緩衝装置形状寸法（単位：mm） 

 

 

緩衝金具

ストッパー 

キンク防止金具 

リング型緩衝装置 

リング型緩衝装置 

緩衝金具

キンク防止金具 
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表2.2.2 リング型緩衝装置規格表（標準型仕様） 

形 式 部品名称 材 質 規 格 ワイヤロープ種別 

リング型 

本体部品 
鋼 S-25C 

6×24 G/O 16φ 

ストッパー 

キンク防止金具 アルミニウム合金鋳物 AC3A 

高力六角ボルト 

鋼 F8T-M16 六角ナット 

平座金 

 

 

表2.2.3 リング型緩衝装置規格表（低規格仕様） 

形 式 部品名称 材 質 規 格 ワイヤロープ種別 

リング型 

本体部品 鋼 S-25C 

6×24 G/O 12φ 

キンク防止金具 アルミニウム合金鋳物 AC3A 

Uボルト 

鋼 

SS490 

六角ナット 
F8T-M16 

平座金 

*1低規格仕様には，ストッパーは用いない 
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図 2.3.1 実験装置 

2.3 緩衝装置の性能確認実験 

 

2.3.1 目的 

 緩衝装置は，安定した性能を保持，確認するために，製造ロッド毎に性能確認実験を行

っている．本研究で使用した緩衝装置は，過去の研究
2)
で使用した緩衝装置以降に製造され

たものであること，新たに低規格仕様のものが追加されたことから，本研究においても緩

衝装置の性能（Uボルト型設計滑り張力：標準仕様30kN，低規格仕様22kN，リング型滑り

張力：標準仕様28kN，低規格仕様13.5kN）を確認することを目的に実施した． 

 

2.3.2 実験方法 

 図2.3.1は，実験装置を示している．性能確認実験は，緩衝装置の製造会社である金森藤

平商事（株）の金森テクニカルセンター（富山県砺波市）で実施した． 

 実験方法は，載荷フレームに固定した供試体に対して，所定の重錘を鉛直落下により載

荷させる．載荷位置は供試体中央とし，供試体の固定端寸法は実験装置の構造上，5mとし

ている．また，供試体固定に際しては，初期たわみを少なくするために，あらかじめ緊張

具で約2kNの緊張力を与えている．供試体はUボルト型，リング型（標準仕様，低規格仕様）

ともそれぞれ3体の供試体，全12ケースで実験を行った． 
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2.3.3 計測項目および計測方法 

 性能実験での計測項目，計測方法は以下のとおりとした． 

(1) 重錘加速度 

 重錘に加速度計（東京測器研究所製ARF-500A，定格500m/s
2
）を設置し，重錘落下から停

止までの加速度を計測した． 

(2) ワイヤロープ張力および滑り量 

 ワイヤロープの張力は，ロードセル（東京測器研究所製TLP-500KNB，定格500kN）によ

り計測し，センサーからの出力を0.25ms間隔でサンプリングした．また，滑り量については，

重錘停止後にスケールにて計測した． 

(3) 重錘の変位 

 重錘の変位は，落下開始前の重錘底面から重錘が停止した位置での重錘底面までの移動

距離を変位計測盤から計測した． 

  

2.3.4 実験結果 

(1) 実験結果概要 

表2.3.1および表2.3.2は，Uボルト型緩衝装置の標準仕様と低規格仕様の実験結果，表

2.3.3および表2.3.4は，リング型緩衝装置の標準仕様と低規格仕様の実験結果を示してい

る．Uボルト型，リング型とも設計滑り張力値以上を確認し，計測結果の標準偏差値が小さ

いことから，安定した性能を示した結果といえる．また,具体な計測結果を示すグラフにつ

いては,代表的な1例としてUボルト型緩衝装置,リング型緩衝装置ともNo.1について示す． 

 

表2.3.1 Uボルト型緩衝装置（標準仕様）実験結果 

No. 
重錘質量 

m(ton) 
重錘落下高 

H’(m) 
重錘変位 

H(m) 
重錘エネルギー

E(kJ) 
ワイヤロープ 
滑り量L(m) 

ワイヤロープ 
平均張力ܶ(kN)

1 1.34 0.80 2.63 34.54 1.085 31.83 

2 1.34 0.80 2.64 34.67 1.100 31.52 

3 1.34 0.80 2.61 34.27 1.070 32.03 

平均値 2.63 34.49 1.085 31.79 

標準偏差 0.012 0.164 0.012 0.212 

 

表2.3.2 Uボルト型緩衝装置（低規格仕様）実験結果 

No. 
重錘質量 

m(ton) 
重錘落下高 

H’(m) 
重錘変位 

H(m) 
重錘エネルギー

E(kJ) 
ワイヤロープ 
滑り量L(m) 

ワイヤロープ 
平均張力ܶ(kN)

1 0.716 1.00 2.34 16.42 0.740 22.19 

2 0.716 1.00 2.37 16.63 0.770 21.60 

3 0.716 1.00 2.30 16.14 0.700 23.06 

平均値 2.34 16.40 0.737 22.26 

標準偏差 0.029 0.201 0.029 0.599 
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表2.3.3 リング型緩衝装置（標準仕様）実験結果 

No. 
重錘質量 

m(ton) 
重錘落下高 

H’(m) 
重錘変位 

H(m) 
重錘エネルギー

E(kJ) 

ワイヤロープ 
滑り量 
L(m) 

ワイヤロープ 
平均張力 
ܶ(kN) 

1 1.34 0.50 1.92 25.21 0.880 28.65 

2 1.34 0.50 2.01 26.40 0.950 27.78 

3 1.34 0.50 1.94 25.48 0.870 29.28 

平均値 1.96 25.69 0.900 28.55 

標準偏差 0.039 0.507 0.036 0.614 

 

表2.3.4 リング型緩衝装置（低規格仕様）実験結果 

No. 
重錘質量 

m(ton) 
重錘落下高 

H’(m) 
重錘変位 

H(m) 
重錘エネルギー

E(kJ) 

ワイヤロープ 
滑り量 
L(m) 

ワイヤロープ 
平均張力 
ܶ(kN) 

1 0.353 2.00 3.49 12.07 0.875 13.80 

2 0.353 2.00 3.57 12.35 0.970 12.73 

3 0.353 2.00 3.38 11.69 0.760 15.39 

平均値 3.48 12.04 0.868 13.86 

標準偏差 0.078 0.269 0.086 1.090 

 

 

なお，ここでの重錘エネルギーは，重錘が失う位置エネルギーとし,重錘質量と重錘変

位から,次式により求めた． 

 

E = m･g･H                 (2.3.1) 

  ここに，E :重錘エネルギー(kJ) 

m:重錘質量(ton) 

g:重錘加速度(9.8m/s
2
) 

H:重錘変位(m) 

 

式2.3.1で求めた重錘位置エネルギーとワイヤロープ滑り量から，緩衝装置内を滑るワ

イヤロープの平均張力を式(2.3.2)で求める．この平均張力は，緩衝装置を用いたポケッ

ト式落石防護網の緩衝装置分のエネルギー吸収量を算定する際に用いる値となる． 

 

ܶ = E/L                  (2.3.2) 

  ここに，ܶ:ワイヤロープ平均張力(kN) 

            E:重錘エネルギー(kJ) 

      L:ワイヤロープ滑り量(m) 
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(2) 重錘加速度と重錘速度 

図2.3.2は，Uボルト型緩衝装置の重錘加速度と速度の時刻歴波形,図2.3.3は，リング型

緩衝装置の重錘加速度と速度の時刻歴波形を示している．重錘速度は,重錘加速度を時間積

分により算定し，重錘が供試体に衝突した時刻を0msとしている． 

重錘加速度は,Uボルト型緩衝装置の標準仕様で約70msで振幅が始まり,403.8msで最大値

73.07m/s
2
を示す．低規格仕様では，標準仕様に比べ，若干早く約50msで振幅が始まり，179.3s

で最大値33.22m/s
2
を示す．リング型緩衝装置の標準仕様は約100msから振幅が始まり,その

後の振幅幅に大きな変動はなく,約500msまで緩やかに上昇している．ただし，低規格仕様

に関しては,約20msから振幅が始まり，振幅幅の変動はUボルト型に近い．Uボルト型，リン

グ型とも波形が振幅しながら変動するのは，ワイヤロープの表面に凹凸があり，緩衝装置

との接触面が常に一定でないことが考えられる．重錘速度はUボルト型緩衝装置,リング型緩

衝装置ともワイヤロープが滑るときに生じる摩擦抵抗により,速度が減少し,重錘が停止し

た時点で0になる． 

a) 標準仕様                 b) 低規格仕様 

図2.3.2 Uボルト型緩衝装置重錘加速度-重錘速度 

 

 

a) 標準仕様                 b) 低規格仕様 

図 2.3.3 リング型緩衝装置重錘加速度-重錘速度 
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(3) 重錘衝撃力と重錘エネルギー 

図2.3.4は，Uボルト型緩衝装置の重錘衝撃力と重錘エネルギーの時刻歴波形,図2.3.5は，

リング型緩衝装置の重錘衝撃力と重錘エネルギーの時刻歴波形を示している．重錘衝撃力

は,重錘加速度と重錘質量の積，重錘エネルギーは式(2.3.1)を用いて算定しており，重錘

が供試体に衝突した時刻を0msとしている． 

重錘衝撃力は，重錘加速度と同様の波形であり，重錘エネルギーについては，Uボルト型

緩衝装置の標準仕様は，512.8msで最大値34.99kJを示し，低規格仕様は，407.5msで最大値

16.4kJを示している．リング型緩衝装置の標準仕様では，514.0msで最大値25.70kJを示し，

低規格仕様は，346.2msで最大値12.09kJを示している．それ以降は，Uボルト型，リング型

とも一定の波形となる． 

a) 標準仕様                b) 低規格仕様 

図2.3.4 Uボルト型緩衝装置重錘衝撃力-重錘エネルギー 

 

 

a) 標準仕様                b) 低規格仕様 

図2.3.5 リング型緩衝装置重錘衝撃力-重錘エネルギー 
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a) 標準仕様                              b) 低規格仕様 

図 2.3.6 U ボルト型緩衝装置ワイヤロープ張力-変位 
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a) 標準仕様                 b) 低規格仕様 

図 2.3.7 リング型緩衝装置ワイヤロープ張力-変位 
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(4) ワイヤロープ張力と重錘変位 

図2.3.6は，Uボルト型緩衝装置のワイヤロープ張力と重錘変位の時刻歴波形,図2.3.7は，

リング型緩衝装置のワイヤロープ張力と重錘変位の時刻歴波形を示している．平均張力は

式(2.3.2)を用いて算定しており，重錘が供試体に衝突した時刻を0msとしている． 

ワイヤロープ張力については，Uボルト型緩衝装置の標準仕様は，平均値31.83kN，最大

値89.78kNであり，低規格仕様は，平均値22.19kN，最大値54.02kNであった．標準仕様，低

規格仕様とも重錘衝突直後から急激に上昇し，最大値を示した以降は減少しながら，重錘

エネルギーの吸収が終わる時点で張力が消失する． 

リング型緩衝装置の標準仕様は，平均値28.65kN，最大値64.46kNであり，低規格仕様は，

平均値13.80kN，最大値27.58kNであった．標準仕様，低規格仕様ともUボルト型緩衝装置の

ような衝突後の急激な上昇や最大値を示すことはなく，重錘エネルギーが消失するまで，

一定の振幅で継続している．Uボルト型緩衝装置のように重錘衝突直後に最大張力が発生す

るのは，ワイヤロープの滑り出しに大きな張力が必要であるためである．一方，リング型

緩衝装置では，Uボルト型緩衝装置に比べ，比較的小さいで張力で滑りだすことから，リン

グ型緩衝装置の方が滑りやすい緩衝装置であるといえる．これは，Uボルト型緩衝装置，リ

ング型緩衝装置で使用しているワイヤロープ種別や経および緩衝金具の固定方法による摩

擦抵抗の相違が大きく関係していると推察する． 
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2.4 高強度金網の概要 

 

 表2.4.1は，従来金網の素線となる亜鉛めっき鉄線と高強度金網の素線となる亜鉛めっき

鋼線について，JIS規格の機械的性質を示している．ここでは，落石防護柵，落石防護網で

使用される一般的な素線径2.6mm，3.2mm，4.0mm，5.0mmの4種類を示しており，基本的に

金網の素線径は落石の規模に応じて選定される．引張強さに着目すると亜鉛めっき鉄線で

は，290～540N/mm
2
に対して，亜鉛メッキ鋼線では線径によって異なるが780～880N/mm2

以上と亜鉛めっき鉄線に比べ1.5～3.0倍程度と非常に高い値となっている．一方で線材の伸

びは，亜鉛めっき鉄線が10%以上と亜鉛めっき鋼線3.0%以上に比べ，3倍程度大きい．これ

は，引張強度が大きく，線材が硬いことから伸びにくい鋼線の性質を示している．そのた

め，亜鉛めっき鋼線の線径3.5mm以上については，JIS規格においても伸びの規格値は定め

られていない． 

 また，亜鉛めっき鋼線のSWGF-2とSWGF-3の違いは，亜鉛付着量の差であり，耐用年数

の指標となる．一般的に耐用年数は，亜鉛付着量に使用環境における腐食速度を除して算

定されるため，亜鉛付着量が多ければ，耐用年数は長くなる．そのため，実構造で製品と

して用いる場合は，亜鉛付着量の多いSWGF-2が望ましい． 

 

表2.4.1 亜鉛めっき鉄線および亜鉛めっき鋼線機械的特性 

素材 
線径 
(mm) 

引張強さ 
(N/mm2) 

伸び 
(%) 

亜鉛付着量 
(g/m2) 

ねじり特性 
(回) 

亜鉛めっき鉄線 

（SWMGS-3） 

2.6 

290～540 10以上 

135以上 
39 

3.2 30 

4.0 
155以上 

24 

5.0 20 

亜鉛めっき鋼線 

(SWGF-2) 

2.6 880以上 
3.0以上 

185以上 
14以上 

3.2 830以上 230以上 

4.0 
780以上 －*1 245以上 

10以上 

5.0 8以上 

亜鉛めっき鋼線 

(SWGF-3) 

2.6 880以上 
3.0以上 

45以上 
14以上 

3.2 830以上 50以上 

4.0 
780以上 －*1 

60以上 10以上 

5.0 70以上 8以上 

*
1
－については，JIS 規格値が定められていない. 
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2.5 高強度金網の重錘衝撃載荷実験 

 

2.5.1 目的 

 従来金網の可能吸収エネルギーについて，落石対策便覧
3)
では，落石防護柵の設計で用い

る金網の吸収エネルギーを計算で求めることは不可能と判断し，過去の研究成果から25kJ

としている．これまで，金網に対する衝撃性能およびエネルギー吸収性能については，従

来金網，高強度金網とも重錘衝撃落下実験
4)，5)，6)

が行われ，検証されているが，高強度金網

について，金網単体における比較的大きな荷重を付与させた実験は行われていない．その

ため，本実験では，線径の異なる高強度金網単体について，衝撃荷重に対する重錘捕捉挙

動および金網単体の限界吸収エネルギー性能を確認することを目的に金網単体の重錘衝撃

載荷実験を行った． 

 

2.5.2 実験設備 

 写真 2.5.1は，新潟県新発田市佐々木地内の（株）ジェピニ敷地内に設けた実験設備を

示している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 2.5.1 実験設備状況 
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2.5.3 実験方法 

写真2.5.2は，実験方法の状況を示し，図2.5.1は，実験方法を模式的に示している．実

験は専用架台上面に供試体を設置し，ラフテレーンクレーンにより重錘を所定の高さまで

吊り上げ，無風時にエアー式離脱装置を作動させ，鉛直落下にて供試体に衝突させた．落

下高さについては，重錘底面に吊り下げたスケールにて確認し，落下後の衝突位置は，10cm

以内と大きなズレもなく落下精度は良好であった． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真2.5.2 実験方法状況 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.5.1 実験方法（鉛直落下方式） 
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図2.5.2は，実験平面図を示している．供試体は架台の端部から6mの位置に梁が設置され

ているため，実質6.0mと3.0mの2スパン構造となる．落下位置は，6mスパン側の中央とした．

架台端部ブラケットにシャックルを接続し，シャックルに歪ゲージを貼付した強力矢板シ

ャックルを縦横方向に取り付け，両端ロック加工をしたワイヤロープ（6×24 G/O 18φ）に接

続した．ワイヤロープの片側にはターンバックルを介しており，ワイヤロープの緊張はタ

ーンバックルを締め付けて調整した．また，金網とワイヤロープは結合コイルにより固定

した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.5.2 実験平面図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

  

金網展開方向
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2.5.4 重錘 

 表2.5.1は，実験で用いた重錘の寸法を示し，図2.5.3は，重錘の形状を示している．重

錘は質量の異なる3種類（0.612ton，0.918ton，1.000ton）であり，重錘の形状寸法は，SAEFL

（Swiss Agency for the Environment, Forests and Landscape,スイス環境・森林・景観庁）で制定

されている落石防護柵の性能認証指針（Guideline for The Approval of Rockfall Protection Kit
7）
）

を採用した．重錘構造は，内部を鋼材で補強したコンクリート（σck=60N/mm
2
）製とし,重

錘中心部には三軸加速度計を取り付けるためのφ165の硬質塩ビ管を埋め込んでいる．また，

衝突面である重錘底面は平滑なコンクリート面とした．写真2.5.3および写真2.5.4は，代

表例として0.612tonと0.918tonの重錘状況を示している． 

 

表2.5.1 重錘寸法 

寸法 
質量 

L1(mm) L2(mm) L3(mm) L(mm) 

0.612ton（6.0kN） 213 214 213 640 

0.918ton（9.0kN） 247 246 247 740 

1.000ton（9.8kN） 250 250 250 750 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.5.3 重錘形状 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真2.5.3 重錘（0.612ton）        写真2.5.4 重錘（0.918ton） 

硬質塩ビ管 φ165 
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2.5.5 実験供試体 

表2.5.2は実験供試体規格寸法を示している．実験供試体である高強度金網は，線径と網

目の異なる3種類とした．なお，引張強度値は材料メーカーによる試験データの標準値であ

る．写真2.5.5は使用した金網、写真2.5.6は架台に金網を設置した状況を示している． 

  

表2.5.2 供試体規格・寸法 

 
 

規格 線径 網目(mm) 
引張強度
(N/mm

2
) 

寸法(mm) 

高強度金網 SWMGF-3 

φ3.2 50×50 996 

9000*×3600 
*金網展開方向 φ4.0 

50×50 
906 

40×40 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真2.5.5 供試体（金網）         写真2.5.6 供試体設置状況 
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2.5.6 計測項目および計測方法 

 計測項目および計測方法は次のとおりとした． 

 

(1) ワイヤロープ張力 

縦，横ロープ両端部に接続している強力矢板シャックルに歪ゲージを貼付しており，4ゲ

ージ法により測定した．図2.5.4に示すとおり，縦，横ともA～D4箇所の合計8箇所を測定し

た．また，写真2.5.7は歪ゲージを貼付した強力矢板シャックルを示している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.5.4 歪ゲージ貼付箇所図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真2.5.7 歪ゲージ貼付状況 

A（横） C（横） 

B（横） D（横） 

A（縦） C（縦） 

B（縦） D（縦） 
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(2) 重錘加速度 

写真2.5.8に示す重錘中心部の空間内に小型高応答3軸式加速度センサー（東京測器研究

所製ARJ-500AT，定格500m/s
2
）を設置し，センサーからの出力を0.5ms間隔でサンプリング

した． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真2.5.8 加速度計設置状況 

 

 

(3) 金網変位量 

重錘の落錘前，落錘後の載荷位置をレベルにより計測し，その差を金網残留変位量とし

た．写真2.5.9および写真2.5.10は測定状況を示している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真2.5.9 レベル計測器         写真2.5.10 落錘後の計測状況 
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(4) 重錘捕捉挙動 

重錘が金網に衝突してから捕捉するまでの挙動については，3台の高速度カメラ（カシオ

製EX-F1，300fps，512×384pixels）を用いて正面，側面，斜め上方位置の3方向から撮影し

た．図2.5.5は高速度カメラの配置図を示しており，写真2.5.11は撮影状況を示し，写真

2.5.12は使用した高速度カメラを示している． 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

図2.5.5 高速度カメラ配置図 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真2.5.11 撮影状況           写真2.5.12 高速度カメラ 

(カシオ製EX-F1） 

  

社屋

倉庫

実験設備

ラフテレーンクレーン

高速度カメラ①

高速度カメラ② 

高速度カメラ③
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2.5.7 実験ケースの設定 

 表2.5.3は，実験ケースの設定条件を示している．金網の吸収エネルギーについては，衝

突後の変形量を考慮した位置エネルギーとして評価するため，金網残留変位量δtを2mと想

定して，目標衝突エネルギーを設定した．金網種別毎の目標とした吸収エネルギーは，

φ3.2-50×50は，100kJ程度，φ4.0-50×50は，150kJ程度，φ4.0-40×40は，150kJ以上とした． 

 

表2.5.3 実験ケース設定条件 

No. 

金 網 
重錘 
質量 

m（ton）

落下高
H(m) 

理論値 

規格 
線径・網目 

(mm) 
引張強度 
(N/mm2) 

重錘速度 
Vt(m/s) 

重錘衝突 
エネルギー 

Et(kJ) 

1 SWGF-3 φ3.2-50×50 986 0.612 15.0 17.1 90.0(102.0)* 

2 SWGF-3 φ3.2-50×50 986 0.918 16.0 17.7 144.0(161.9) 

3 SWGF-3 φ4.0-50×50 906 0.918 15.0 17.1 135.0(152.9) 

4 SWGF-3 φ4.0-40×40 906 1.000 15.0 17.1 147.0(166.6) 

*( )内数値は，落下高Hに想定金網変形量δt 2.0mを加算した重錘衝突エネルギー． 

 

表2.5.3に示す衝突エネルギーEt，Eおよび重錘速度Vtは，次式により算定した． 

 

Et = m･g･H                 (2.5.1) 

  ここに，Et :重錘衝突エネルギー(kJ) 

m:重錘質量(ton) 

g:重力加速度(9.8m/s
2
) 

H:落下高(m) 

 

E = m･g･(H+δ)               (2.5.2) 

  ここに，E :位置エネルギー(kJ) 

m:重錘質量(ton) 

g:重力加速度(9.8m/s
2
) 

H:落下高(m) 

δt:金網残留変位(m) 

 

௧ܸ ൌ ට2･݃･(2.5.3)                ܪ 

       ここに，Vt:重錘速度（m/s） 

g:重力加速度(9.8m/s
2
) 

H:落下高(m) 
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2.5.8 実験結果および考察 

(1) 実験結果概要 

表2.5.4および表2.5.5は，実験結果の概要を示している．No.2以外について，ワイヤロー

プ等の破断なく重錘を捕捉することができた．No.2については，重錘を捕捉はしたものの

B-D間の長辺ワイヤロープが破断し，完全ではなかった．写真2.5.13は，No.2のワイヤロー

プ破断状況を示している．また，No.4の重錘内部に設置している加速度計のケーブルが金網

衝突時に破断し，データを取得することができなかった． 

 
表2.5.4 実験結果概要(1) 

No. 

金 網 
重錘 
質量 

m（ton） 

落下高 
H(m) 

理論値 実験値 

規格 
線径・網目 

重錘速度
Vt(m/s) 

重錘衝突 
エネルギー

Et(kJ) 

金網 
残留変位 
δt (mm) 

位置 
エネルギー

E(kJ) 

1 
SWGF-3 
φ3.2-50×50 

0.612 15.0 17.1 90.0 2060 102.4 

2 
SWGF-3 
φ3.2-50×50 

0.918 16.0 17.7 144.0 2370 165.3 

3 
SWGF-3 
φ4.0-50×50 

0.918 15.0 17.1 135.0 2460 157.1 

4 
SWGF-3 
φ4.0-40×40 

1.000 15.0 17.1 147.0 2810 174.5 

 
表2.5.5 実験結果概要(2) 

No. 

実験値 
横ロープ 
最大張力 

t1(kN) 
(発生位置) 

縦ロープ 
最大張力 

t2(kN) 
(発生位置) 

最大 
加速度 

αmax(m/s2)

最大 
衝突速度
Vmax(m/s) 

最大 
金網変位 
δmax (mm)

最大 
重錘 

衝撃力 
Pmax(kN) 

重錘捕捉 

1 40.8(A) 84.3(A) 153.3 16.5 2350 93.8 〇 

2 89.0(B) 159.0(A) 124.9 17.9 2920 114.7 
ᇞ

ሺロープ破断ሻ

3 69.1(A) 60.4(C) 104.1 16.0 2170 95.6 〇 

4 43.1(B) 85.0(B) 衝突時に加速度計ケーブル破断 〇 

 

 

 

 

 

 

 

 

 

写真 2.5.13 No.2 ワイヤロープ破断状況 


